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A Study on the Health Education in University (III) 

The opinions of the teachers 

Shohachiro OHTSUKA, Kunihiko FUJISAWA, Yoshikazu NOMURA, 

Kunio ICHIMURA* and Kohichi rwAI* 

The purpose of this study was to clarify the conditions related to the health education of all uni-

versities in Japan and to know the teachers' opinions on the Health Education. 

The investigation was made on the following item categories; the characters of the teachers (age, 

academic background etc.), the course works (system of requiring credits, content areas, teaching 

method, the number of students, evaluating method etc.), and the teachers' reactions on various things 

concerning to health education (effects of the lectures, revision of the law, many other factors relating 

to the Health Education). 

The questionaires were sent to 455 teachers of Health Education in June 1980, and the responses 

were received from 203 teachers. 

The followings were induced from this study; 

1) About two thirds of the teachers are middle aged (40-59). And the teachers of the private univer-

sities have a tendency to be old. 

2) Most of the part time teachers are specialist of medicine, and about half of them are clinicians. 

3) Most of the part time teachers instruct the Health Education. But about 40% of the full time 

teachers instruct health and physical education as well. 

4) In most of their lectures, the health science is emphasized. In addition, the medical specialists 

emphasize the medicine and public health, and the health and physical educators emphasize the exer-

cise physiology. 

5) The number of students in a class is very often ranged from 101 to 200. But many teachers think 

that the suitable number of students is about 50. 

6) Many of the full time teachers usually call the roll in every class or occasionally. And one thirds of 

the part time teachers never call the roll, it may be inferred that the teachers of the private universities 

were older. 

* ~L~~~~~~~~~~-~~~~~~~~;~EE"t~=F~ ~f~'5,~~3~ 



一工86一

7）About40％of　the　teachers　think　the　outcomes　of　the1ectures　to　be　good，and　those　who　think

them　to　be　no　good　are　a1so　about40％．

8）Many　teachers　be1ieve　that　the　speciahst　of　the　hea1th　science　is　the　most　idea1teacher　of　the

Hea丼hEducation．Andthosewhorecomendthemedica1speci叫istarere1ative1ymuchtoo．

9）About70％of　the　teachers　beheve　that　the　Hea1th　Education　shou1d　be　a　required　subject　for　a1ユ

st11dents．And　it　is　remarkab1e　that　about30％of　the　teachers　ho1d　another　certain　opinions．

10）About　ha1f　of　teachers　think　that　the　conte血ts　of　the1aw　and　the1ast　revision　of　that　are　good．

I一序　論

　大学における保健教育の主要な部分ともいえる

いわゆる「保健理論」が各大学・学部において，

どのように展開されているか，また昭和45年の大

学設置基準改正が「保健理論」にどのような影響

をもたらしたか，ということを全国的規模で調査。

検討してきたか二）2）

　その結果，望ましい大学保健教育の在り方を考

えるうえで，　「保健理論」担当者に関与するいく

つかの問題点が明らかになった。すなわち，回答

が得られた全国271の大学・学部において，保健

体育科目の理論を開設しているところは97．0％で

あったが，　「保健理論」に相当する理論を開設し

ていたのは，全体の84．1％であり，その開設校に

おいても，17．1％は担当者が非常勤講師のみであ

ること，そして講義内容の決定がおよそ半数の大

学・学部において担当者個人に任されていること

等に注目すると，実際に「保健理論」を担当して

いる教員の取り組み方が，大学保健教育の成否を

決定する重要な要因になっているといえる。

　そこで，　r保健翠論」に相当する講義の担当者

が，どのような姿勢で講義に臨んでいるか，また

今後にどのような展望を持っているかということ

を明らかにするため，先の調査で回答が得られた

大学。学部の「保健理論」担当者455名に対し，

意見調査を実施した。

皿・研究方法

　下記の要領で，　「保健理論」担当者に対して意

見調査を行った。

　調査時期：昭和55年6月～7月

　調査方法：質問紙による郵送調査法（質問形式

　　　　　　は多肢選択式と自由記述式）

調査対象：第一次調査（昭和53年3月）で回答

　　　　　が得られた大学・学部181機関にお

　　　　　いて，　「保健理論」に担当する講義

　　　　　を担当している者455名

調査内容：（1〕担当者の身分，学歴等

　　　　　（2〕保健体育科目の開設状況とその

　　　　　　意見

　　　　　（3〕r保健理論」の講義の現状とそ

　　　　　　の意見

　　　　　　①講義内容　　②使用テキスト

　　　　　　③クラス規模　④講義形態

　　　　　　⑤出席管理　　⑥成績評価

　　　　　14）講義の効果についての意見

　　　　　15）「保健理論」の在り方について

　　　　　　の意見

　　　　　　①クラス規模

　　　　　　②履修の必要性

　　　　　　③望ましい担当者

　　　　　16）大学設置基準による保健体育科

　　　　　　目規定に対する意見

有効回答数（率）

　　　　　（1〕国公立大学・学部

　　　　　　　　専任教員　137名中65名

　　　　　　　　　　　　　（回答率47．4％）

　　　　　　　　非常勤講師41名中21名

　　　　　　　　　　　　　（回答率51．2％）

　　　　　（2〕私立大学・学部

　　　　　　　　専任教員　18ユ名中80名

　　　　　　　　　　　　　（回答率43，5％）

　　　　　　　　非常勤講師　93名中37名

　　　　　　　　　　　　　（回答率39．8％）

　　　　　合計　　455名中203名
　　　　　　　　　　　　　（回答率44．6％）



皿．成績並ぴに考察

1．保健体育科目の開設形態

　現在，大部分の大学においては，保健体育科目

の実技と講義の両者を開設している。また，その

講義は，保健理論と体育理論とに分けられている

場合と，保健体育理論として単一の形で行われて

いる場合とがあるが，いずれにせよ保健教育内容

を扱っている大学は約85％に達している3）。

　ところで，今回の回答者が所属する大学におけ

る開設形態と，それに対する意見を調べた結果が

表1である。ここでは83．7％（170名）において

実技と理論が各2単位ずっ必修と定められている。

また，各々の開設形態の現状について，担当者の

79．1％（148名）が肯定的意見を持っている。こ

の傾向は，現状のいかんにかかわらず同様である

と考えられている。

　現在の制度下では，いずれかに偏ることなく実

技と理論を各2単位ずつ開設することが望ましい

が，さらにその理論をr保健理論」とr体育理論」

とに分離することが最も望ましいと考えられる。

しかし，現在この理想的開設形態にあるのは約30

％にすぎず，今後，各機関と担当者を中心とした

検討がなされることを期待する。

Tab1e1．Teacheエs’Opinions　on　The　Requ出］lg

　　　　Pattems　of　Hea1th竃md　Physica1Edu－

　　　　cation　C正edits．

　　　　　　　　　　　　　　n＝187（％）

　a

　b

　C

　d

Tota1

＊＊

　　I
　2（66．7）

　8（88．9）

136　（80．O）

　2（40．O）

148　（77．1）

　　II

1（33，3）

1（11．1）

34　（20．O）

3（60．O）

39　（20．9）

　Tota1

　3　（100．O）

り（10010）

170　（10010）

　5　（100．O）

187　（100．0）

＊a：requi■ing4cIedits　of　p1＝actica工sk皿（inc1udihg

　　theory）

　b：requi二ring3creditsofpエactica］ski11and1cエedit

　　of　theory

　c：1＝equi二ring2cl＝edits　of　pエactica1sk皿and2c正edits

　　of　theo1＝y

　d：othe11s

＊＊I：it　is　good

　II：it　shou1d　be　cha二nged
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Tab1e2．Ages　of　Heaユth　Education　Teache正s

　　　　　　　　　　　　　　n＝203（％）

age

　20s
　3qs
　40s
　50s
　60s
　70s
Tota1

　I

1（　1．2）

14　（　16．3）

36　（41．9）

25　（　29．1）

10　（　11．6）

II

16　（　13．7）

38　（　32．5）

35　（　21．9）

19　（　16．2）

9（7．8）

Tota1

1（O．5）

30　（　14．8）

74　（　36．5）

60　（　29．6）

29（14．3）

9（4．4）
86　（100．0）　117　（100．0）　203　（100．O）

＊UniVerSitieS

　I：Nationa1＆Loca1Pub1ic

　I1：P工ivate

2．　「保健理論」担当者の状況

①　担当者の年齢

　担当者を年齢階層別に分けた結果が表2である。

全体的にみて，40歳代が36．5％（74名）と最も多

く，次いで50歳代が29．6％（60名）である。すな

わち，この両者で全体の66．0％（ユ34名）を占め

ることになる。

　この年齢分布を国公立大学と私立大学とに分け

てみると，私立大学では60歳以上の担当者が23．9

％（28名）おり，そのうちの7．8％（9名）は70

歳を越えていた。一方，国公立大学では定年制の

影響で，60歳以上の担当者は11．6％（10名）にす

ぎなかった。先の調査時にも，私立大学では80歳

代の担当者が0．7％（2名）見られた4）。

②　非常勤講師の本務

　担当者全体の28．6％（58名）は非常勤講師で占

められており，国公立大学の場合24．4％（21名），

私立大学の場合31．6％（37名）と，やや私立大学

の方が非常勤講師に依存する割合が高い。

　この非常勤講師58名の本務に注目すると，5010

％（29名）は他大学の教員であり，勤務医が22．4

％（13名），開業医が19．0％（ユユ名）であった。

　また，勤務医13名中12名，開業医ユ1名中7名が

私立大学の非常勤講師であること，また，私立大

学の非常勤講師の52．8％（19名）が医務を本業と

しているということが明らかになった。
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③　保健体育科目の担当形態

　保健体育科目の担当者が，どのような形態で担

当しているかということを示したものが表3であ

る。この結果によれば，「保健理論のみ」の担当

者が43．3％（88名）と最も多く，次いで「保健理

論・体育理論・体育実技」という具合に全体を担

当している者が30．0％（61名）であった。

　この担当形態については，専任教員と非常勤講

師との間に特徴的差異が見受けられる。すなわち，

非常勤講師の87．9％（51名）が「保健理論のみ」

を担当しているのに対し，専任教員の42．ユ％（61

名）は保健体育科目全体を担当している。そして，

専任教員で「保健理論のみ」の担当者は25．5％

（37名）にすぎなかった。

④　担当者の専門領域

　担当者の専門領域を最終学歴により分類したも

のが表4である。

　担当者全体でみると，医学出身者が40．9％（83

名）と最も多く，体育学部系出身者が35．0％（71

Tab1e3．Teaching　Subjects　ofHea1th　Education

　　　　Teache正s．

　　　　　　　　　　　　　　n＝203（殉

a

b
C

d
e

Tota1

＊＊ 　　I
37　（　25．5）

28　（　79．3）

12（8．3）

61　（42．1）

　7（4．8）

145　（1OO．0）

　II

51　（　87．9）

3（5．2）

4（6．9）

Tota1

88（43．3）

31　（　15．3）

16（7．9）

61　（　30．O）

7（3．4）
58　（1OO．O）　203　（1OO．O）

＊a：Hea1th　Education　on1y

　b：Hea1th　Education　and　Physica1Education　Theoエy

　c：Hea1th　Education　and　Pエactic釦Sk11ofPhysica工

　　Education
　d：Hea1th　Education　and　Theoエy　and　Pエactica1Sk皿

　　of　Physica1Education

　e：othe正s

＊＊I：血u　time　teache工in　the　univel＝sity

　II：p趾t　time　teache正fエom　anotheエinstitution

Tab1e4．Academic　Backgmund　ofHea1th　Education　Teacheエ

　＊
　＊＊＊＊＊

　a－
　a

　b

　C

　d

　e

　f

　g

　h

　i

Tota1

Nation釦＆Loca1Pub1ic

　I　　　　　　　II

21　（　3．2．3）　　　15　（　71．4）

28　（43．1）　　　2　（　9．5）

5　（　　7．7）　　　1　（　　4．8）

1（　1．5）

4　（　6．2）　　　1　（　4．8）

1（

2（

3（

1．5）　1（

3．1）

4．6）　1（

4．8）

4．8）

65　（100．O）　　21　（100．O）

　＊UniVe工SitieS

＊＊I：ful1time　teache正in　the　unive正sity

　II：p航time　teache正f正om　another　institution

＊＊＊a：Medicine

　b：Hea1th　and　Physica1Education

　c：Hea1th　Education（Doctor　or　Master　Couエse1eve1）

　　　　　　　n＝203（9ろ）

P正ivate　　　　　　　　　Tota1

I　　　　　　　II

16　（　20．0）

’39　（48．O）

4（5．0）
9（11．3）

　1（　1．3）

4（5．O）

7（8．8）

80　（1OO．O）

31（83．8）

2（5．4）

2（5．4）

1（2．7）

1（2．7）

37　（100．O）

83　（　40．9）

71　（　35．O）

12（

10（

6（

4（

3（

2（

12（

5．9）

4．9）

3．O）

2．O）

1．5）

1．O）

5．9）

203（100．O）

d：Education（Physica1Education）

e：Physic剋Education（Doctor　oエMasteエCouエse1eve1）

f：Education（except　Hea1th　and　Physica1Education）

g：Dentistry，Pha㎜acy，Ag正icu1ture

h：Education（Hea1th　Education）

i：othe】＝s
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名）と続いている。この傾向は，国公立大学・私

立大学両者に共通してみられるが，担当者を専任

教員と非常勤講師とに分けたとき，それぞれの特

徴が明らかになった。すなわち，非常勤講師の場

合は医学出身者が多く，国公立大学で71．4％（15

名），私立大学で83．8％（31名）であるの子こ対し，

専任教員の場合は，体育学部系出身者が最も多く，

国公立大学で43．1％（28名），私立大学で48．8％

（39名）である。

　この両者以外では，体育学系や健康教育学系の

大学院出身者や，教育学部系の出身者等も見られ

るが，いずれも比較的少数であるといえる。

3．　「保健理論」の講義の現状

①　講義の中心的内容

　講義の中心的内容として最も多く扱われている

のは健康学であり，64．O％（130名）の回答を得

・た。次いで，公衆衛生学38．0％（76名），遠動生

理学32．O％（64名），医学30．0％（60名），生理

学・体育学・その他である。

　この中心的内容を担当者の専門別に分けた結果

が表5である。医学・歯学・薬学・農学部系出身

の担当者の過半数は，公衆衛生学・健康学・医学

を扱っているのに対し，保健体育系（体育学部や

教育学部保健体育科等の合計，以下同様）出身の

担当者の多くは健康学を扱い，運動生理学も半数

近くで扱われている。医学を扱う担当者は12．8％

（11名）と，前者の半数以下である、

　これらのことからみて，「保健理論」の講義に

おいて，どのような内容領域が中心に展開される

かということは，どの様な専門領域の出身者が担

当するかによって大きく影響されるといえる。こ

のことは，講義が担当者の専門に引きつけられ，

より専門的に行われるという利点と同時に，　r保

健理論」としての固有の内容領域が確立されてい

ないという現状を反映している。

　一方，それらの内容を扱う理由について，　r自

分の専門であるから」と回答した者は26．1％（53

名）にすぎず，79．8％（162名）は「学生にとっ

て最も必要と思われるから」と回答した。

a

b
C

d
e

f
9

＊＊

Tab1e5． Cente正ed　AIeas　of　Health　Education　Contents

I（n＝86）

44　（51．2）

48　（55．8）

15　（17．4）

44　（51．2）

26　（30．2）

4（4．7）

9（10．5）

II（n＝86）

67　（77．9）

20　（23．3）

42　（48．8）

12　（14，O）

11　（12．8）

22　（25．6）

21　（24．4）

III（n＝28）

19　（67．9）

　8（28．6）

7（25．O）

4（14．3）

　6（21．4）

　7（25．O）

　7（25，O）

　　（％）

Tota1

130　（65．O）

76　（38．O）

64　（32．O）

60　（30．O）

43　（21．5）

33　（16．5）

37（18．5）

multip1e　answer

＊a：Hea1th　Science

　b：Public　Hea1th

　c：ExeIcise　Physiology

　d：Medicine

　e：PhysiO109y

　f：Physic出Education

　9：othe1＝s

＊＊Academic　Backgエound　ofTeacheエs

　I：Medicine，Dentist正y，Pha㎜acy，A餉cu1tuエe

　n：Hea1th　and　Physic釦Education，Physica1Education

III：He地th　Education，otheIs
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Tab1e6，The　Number　of　Students　in　a　C1ass　and　Teache正s’0pinion

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n＝197（％）
　　　＊＊＊

　～50
51～100

101～200

201～300

301～
　Tota1

　　a
7（87．5）

31（51．7）

18　（19．6）

6（20．7）

62　（31．5）

　　b
　1（12．5）

21　（35．O）

69　（7510）

21　（72．4）

　6（75．O）

118　（59．9）

8（1313）

5（5．4）

2（6．9）

2（25．O）

17（8．6）

　Tota1

　8　（100．O）

60　（1OO．O）

92　（100．O）

29　（100．0）

　8　（1OO．O）

197　（100．O）

＊the　number　ofstudents㎞a　c1ass

＊＊a：suitab1e

　bl　too　many

　c：止npossib1e　to　judge

　また，現在中心的に扱っている内容に対して，

74．9％（ユ52名）の者がr現状で良い」と回答し

ている。

②　受講生数

　ユクラス当たりの受講生数は50名以下から500

名以上まで様々である。その中で最も多いのは，

101～200名のクラスであり，46．7％（92名）で

あった。次いで，51～100名のクラスで，30．5％

（60名）である。

　これらの現状に対する担当者の考えをまとめた

ものが表6である。ユクラスが50名以下の場合に

は，大部分の担当者がrT度良い」と回答してい

る。しかし51～ユ00名の規模では，「丁度良い」

とする者が約半数あるものの，35．0％（2ユ名）は

「多すぎる」と回答している。これが更に，101

～200名の規模になると，75．0％（69名）が「多

すぎる」と回答している。そして，301名以上に

ついては，「丁度良い」とするものは見受けられ

ないが，10ユ～200名で19．6％（18名），201～

300名で20．7％（6名）の者がrT度良い」と回

答したという点は注目に値する。

　こζで，現状は「多すぎる」と回答した者が考

えている｝望ましい規模”をまとめたものが表7

である。これによれば，100名以下の規模と回答

した者は，95．7％（ユ11名）に達し，うち，31～

50名と回答した者が49．1％（57名）であることか

ら，1クラス50名前後，できれば50名以下を望む

Tab1e7．

　　　＊＊＊

　～30
31～50
51～80
81～100

101～
　Tot釦

Teachers’0pinion　on　the　Suitab1e

Numbef0f　Students　in　aαass．

　　　　　　　　　　n＝116（％）

　I

1（1．2）
39　（46．4）

25　（　29．8）

18　（　21．4）

1（　112）

84　（100．O）

　II

2（6．3）
18　（　56．3）

2（6．3）

6（18．8）

4（12．5）

　Tota1

3（2．6）
57　（49．1）

27　（　23．3）

24　（　20．7）

5（4．3）
32　（100．O）　116　（100．O）

＊the　numbeエof　students　in　a　c1ass

＊＊I：ful1t缶ne　teachel＝in　the　unive1＝sity

　II：Pa正t　time　teache正f正om　anothe工㎞stitution

Tab1e8．

a

b
C

d
e

＊＊

Teachijlg　Methods　Used　in　the　Health

EducatiOn．

I（n＝141）

132　（93．6）

61　（43．3）

17（12．1）

　9（6．4）

16　（11．3）

II（n＝58）

57　（98．3）

13　（22．4）

9（15．5）

　（％）

　Tota1

189　（95．O）

74　（23．6）

17（8．5）

　9（4．5）

25　（12．6）

　　　　　　　　　　　　　　mu1tip1e　answer
＊a：dictating2md　w正it㎞g　on　the　cha1k　bo肛d

　b：distエibution　some　pamph1ets

　c：expe正廿nents　o工tIainnings

　d：91：oup　activities

　e：othe工s

＊＊I：血11t廿ne　teachel＝in　the　unive1＝sity

　II：pa打t㎞e　teacheエfエom　anothe正institutic亘1
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傾向が強いと考えられる。

　この授業規模に関しては，かつて50名前後が最

適と提言されたが5），その実現はかなり困難な現

状にあるといえる。大規模のクラスであることは，

講義形態に制約を加えること等により，講義の効

果の十分な実現に対してマイナスの要因となるこ

とは言うまでもない。同時に，「保健理論」の重

要性が一般には浸透していないことの現れとも考

えられる。すなわち，専門科目，外国語等は担当

者の定員も多く，その充実に力が注がれている場

合が多いが，r保健理論」についても今後の改善

が望まれる。

③　授業形態

　実際に用いられている授業形態をまとめたもの

が表8であるが，多くの講義は口述と板書を中心

に，時折資料等が配布されている。

　専任教員の場合は，少数例ではあるが実験や実

習を取り入れたり，学生にグループ活動をさせて

いる。しかし，非常勤講師の場合には，その様な

試みは見られない。

　また，テキストの使用状況を見ると，専任教員

の40．8％（58名），非常勤講師の43．9％（25名）

が使用している。

　以上をまとめると，大半の講義では，テキスト

あるいは配布資料をもとに，口述並びに板書を中

心とした形態をとっていると考えられる。

　これらの現状に対して何らかの改善を意識して

いる者は37．6％（76名）であり，具体的な改善策

として，視聴覚機器の使用や実験・実習の導入等

があげられた。

④　出欠席の管理

　学生の出欠席をどの程度杷握しているかという

ことについてまとめたものが表9である。担当者

全体としては，毎回確認している担当者が58．ユ％

（118名），時々確認する者が14．8％（30名），全

く出席をとらない者が2ユ．7％（44名）であった。

　これを専任教員と非常勤講師とに分けてみると，

専任教員の場合，64．5％（91名）が毎回確認し，

全く確認しない担当者はユ7．0％（24名）であるの

に対し，非常勤講師の46，6％（27名）は毎回確認

しているが，34．5％（20名）の担当者が全く確認

していない。この点にっいては，担当者の主義主

張によるものであるか，または物理的な困難性に

ょるものかは明らかでない。

⑤　成績の評価

　r保健理論」の成績の評価の際に用いられてい

る方法は表10の通りである。担当者全体の89．4％

（ヱ78名）は試験により評価をしている。また，レ

ポートを提出させているのは32．2％（64名）であ

る。

　この両方法について見ると，専任教員の場合は

Tab1e9．The　F正equency　of　the　Ro皿C汕ing

　　　　　　　　　　　　　　n＝199（％）

　a

b
　C

d
Tota1

＊＊

　　I
g1　（　64．5）

21　（　14．9）

24　（　17．O）

5（　3．5）

141（100．0）

　　II　　　　Tota1

27　（　46．6）　118　（　58．1）

9　（　15．5）　　30　（　14．8）

20　（　34．5）　　44　（　21．7）

2　（　　3．4）　　　7　（　　3．4）

58　（1OO．O）　199　（1OO．0）

＊a：ca皿ing　the正o11at　eve工y　ti工ne

　b：ca11ing　the　cou　occasiona正y

　c：neveI　caning　the　ro皿

　d：othe］＝s

＊＊I：ful1tiエne　teacheエin　the　univeIsity

　II：Pa工t　time　teache正f工om　anothe工institution

Table　101

a

b
C

d

＊＊

Ev剋uat㎞g　Methods　of　He創th　Education

I（n＝141）

124　（87．9）

77　（54．6）

51　（36．2）

　4（2．8）

　　　　　　（％）

II（n＝58）　　　Tota1

54　（93．1）　　178　（89．4）

21　（36．2）　　　98　（49．2）　一

13　（22．4）　　64　（32．2）

3　（　5．2）　　　　7　（　3．5）

　　　mu1tip1e　answe工

＊a：teSting

　b：app正aising　the　frequency　of　attendance

　c：eva1uating　the　fepois　wエitten　about　some　theme

　d：othe1ls

＊＊I：fu皿tiIne　teache正in　the　univeエsity

　II：p耐time　teache正fIom　anotheエinstitution
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ややレポートを用いることが多く，非常勤講師の

場合は試験によるものが93．1％（54名）と多い。

　また，出席状況を成績評価の対象としているの

は，専任教員が54．6％（77名），非常勤講師では

36．2％（21名）である。

⑥　担当者による「保健理論」の評価

　現在の「保健理論」の講義について，その効果

を十分にあげていると判断した担当者は，41．7％

（83名）であり，逆に効果をあげていないと回答

した者は43．7％（87名）である。

　また，講義の規模別に見たものが表11である。

この結果によれば，各々の規模において，担当者

全体での傾向に近い値を示している。ただし，50

名以下のクラスの担当者の半数が「効果なし」と

回答し，また，300名以上のクラス担当者のうち

の多くが「効果あり」と回答していることは見逃

せない。この様に，担当者による評価と講義の規

Tab1e　11．

　　　＊＊＊

　　～50
51～100

101～200

201～300

301～
　Tota1

Teache正s’0pinions　on　the　Outcomes　of　Health　Education（I）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n＝199（％）

　　I
3（37．5）

28　（46．7）

32　（34．4）

14　（46．7）

6（75．O）

83　（41．7）

　II

4（50．O）

24　（40．O）

46　（49．5）

11　（36．7）

2（25．O）

87　（43．7）

＊the　numbe正of　students　in　a　c1ass

　III
1（12．5）

8（13．3）

15　（16．1）

5（16．7）

29　（14．6）

　Tota1

　8　（100．0）

60　（1OO．O）

93　（1OO．0）

30　（1OO．0）

　8　（1OO．O）

199　（1OO．O）

＊＊teache工s’judgements

　I：9ood
　II：no　good

III：irnpossib1e　tojudge

Tab1e　12．

d

Tota1

＊＊

Teacheエs’Opinions　on　the　Outcomes　of　He釦th　Education（n）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n＝177（％）
＊＊＊

A
B
A
B
A
B
A
B

I
1（　1．3）

0
4（5．1）

62　（　79．5）

10　（　12．8）

1（　1．3）

78　（1OO．O）

＊a：4c1＝edits　of　practica1sk皿（inc1uding　theol1y）

　b：3c正editsofpfactica1ski11and1c正editoftheoiy

　・：2・正・dit・・fp…ti・・1・ki皿・・d2…dit・・fth・・町

＊＊teacheIs’judgement

　A：itisgood
　B：it　shou1d　be　changed

　　II

1（　1．3）

1（　1．3）

3（　3．8）

1（　1．3）

53　（　66．3）

18　（　22．5）

1（　1．3）

2（2．5）

80　（100．O）

III

1（5．3）

13　（　68．4）

4（21．1）

1（5．3）

19　（100．O）

＊＊＊Teachers’0pinions　to　the　Outcomes　of　Hea1th　Education

　　I19ood

　II：no　good

　III：虹npossib1e　to　judge
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模との間には，特定の関連は見られなかった。

　そこで，これらの評価と各々の大学における保

健体育科目の開設形態との関係を見たものが表12

である。また，表中に示した各々の現状に対する

意見をも合わせ考えると，それらの問には特定の

関連が見られない。すなわち，担当者による「保

健理論」の評価は，各々の開設形態や，それらに

対する担当者の意識とも関係なく，別の基準によ

るものと思われる。

4．　「保健理論」の在り方について

①　’！望ましい担当者”について

　どの様な専門領域の人材がr保健理論」の担当

者として望ましいかという点について，現在の担

当者の考え方をまとめたものが表13である。この

結果によれば，r特にこだわらない」者が約1／3，

「健康（教育）学関係者」と回答した者が38．2％

（76名），r医師」との回答が29．1％（58名）であ

り，「体育関榛者」と回答した者はユ7．6％’（35一

名）と少なかった。

　これらの回答を担当者の専門領域別に見ると，

医学・歯学・薬学・農学関係者の5ユ．8％（44名）

は，　r医師」が望ましいと回答し，保健体育関係

者は，　「体育関係者」よりむしろ「健康（教育）

学関係者」を多く回答している。そして，「医師」

との回答はユ2．8％（11名）にすぎなかった。

②　　「保健理論」の必要性にっいての意見

　保健体育科目に対する意見は各方面から様々に

出されているが，「保健理論」の担当者がその必

要性をどの様に考えているのかという点をまとめ

たものが表14である。

　担当者全体では，7ユ、9％（146名）が「全学生

に必修にすべき」と回答している。また，　「選択

科目程度で良い」と回答した者はユユ．8％（24名），

「専攻により不必要」との回答は7．9％（ユ6名）

Tab1e14．Teache正s’0pinions　on　He訓th

　　　　EducatiOn．

　　　　　　　　　　　　　n＝198（％）
＊さ

a

b
C

d
e

Tota1

　　I　　　　　　n

　1（O．7）

12（　8．5）　4（　7．O）

16　（　11，3）　　8　（　14．O）

104　（　73．8）　42　（　73．7）

　8（5．7）　3（5．3）
141　（1OO．O）　57　（100．O）

　Tota1

　1（0．5）

16（　8．1）

24　（　12．1）

146　（　73．7）

11（5．6）

198　（100．O）

＊a：unneCeSSary

　b：unnecessary　to　the　students　in　some　specific

　　COu工SeS
　c：shou1d　be　a　optiona1subject

　d：shou1d　be　a1＝equi正ed　subject

　e：others

＊＊I：fuu　time　teacheエin　the　unive1＝sity

　II：part　time　teacher　f正om　anotheエinstitution

Tab1e13．Teacheエs’0pinions　on　Idea1Academic　Backgf0und　ofThe　Teacheエ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

a

b
C

d
e

＊＊ I（n＝85）

28　（32．9）

44　（51．8）

6（7．1）

26　（30．6）

6（7．1）

＊a；Hea1th　Science　or　Hea1th　Education

b：Medicine

c1Physic釦Education

d：not　having　speci自c　opinion

e：othe11s

II（n＝86）

32　（37．2）

11　（12，8）

24　（2719）

34　（39．5）

6（7．0）

III（n＝28）

16　（57．1）

　3（1O．7）

5（17．9）

10　（35．7）

　2（7．1）

Tota1

76　（38．2）

58　（29．1）

35　（17．6）

70　（35．2）

14（7．O）

　　　　　　　　　　mu1tip1e弧［swe工

＊＊I：Medicine，Dentistエy，Phamlacy，Agricu1tuエe

　II：He釦th　and　Physica1Education，Physica1Education

III：Hea1th　Education，othe正s　．
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Tab1e151Teachers’0pinions　on　Decid虹g　Method

　　　　of　Facto正s　Re1ating　to　He創th　Education

　　　　　　　　　　　　　　　n＝200（％）

＊＊

a

b
　C

　d

Total

　　I　　　　　　II

78　（　54．9）　33　（　56．9）

38（26．8）15（25．9）

　2　（　　1．4）　　3　（　5．2）

24　（　16，9）　　7　（　1211）

142　（1OO．0）　58　（1OO．O）

　Tota1

111　（　54．7）

53　（　26．1）

　5（　2．5）

31（15．3）

200　（1OO．0）

＊a：or皿y正equiIed　cfedits　shou1d　be　decided

　　by　the1ow
　b：the　most　paエt　shou1d　be　decided　by　each

　　uniVe工SitieS
　c：the　most　paエt　shou1d　be　decided　by　the1aw

　d：othe正s

＊＊I：fulユthne　teachel＝in　the　univeエsity

　II：paエt　time　teacheエf正om　anotheI　institution

であったが，　「不必要である」との回答は1名の

みであった。

　これらの傾向は，担当者を専任教員と非常勤講

師とに分けて見ても，それぞれに共通している。

　ここで，担当者の問ですら，必修論以外の意見

が約30％もあるということは注目すべきと思われ

る。

③　大学設置基準の規定について

　現行の大学設置基準による保健体育科目の規定

について，表15に示す様に，54．7％（ユユ1名）が

「現行で良い」と回答しており，その理由として

「保健体育の基本単位として必要」，あるいは，

「安易にこれ以上の改善を考えることは，必ずし

も保健体育科目の発展につながらないと考えるか

ら」などがあげられた。

　一方，　r単位数をはじめとして，全体について

各々の大学で決めるべき」との回答は26．ユ％（53

名）であり，その際に「学生の専攻との関連」や

「体育理論との一体化」が理由としてあげられた。

　また，「小学校・中学校・高等学校の学習指導

要領のように，内容までも統一的に定めるべき」

との回答は2，5％（5名）にすぎなかった。

　Tab1e　16．Teacheエs’0pinions　on　the　Last

　　　　　　Revision　of　the　Law．

　　　　　　　　　　　　　　n＝198（％）
　　＊＊　　　　　I　　　　　　　n　　　　　　Tota1

a　　　　　118　（　84．3）　45　（　77．6）　　163　（　80．3）

b15（10，7）7（1211）22（1O．8）
c　　　　　　　7　（　5．O）　　6　（　1O．3）　　13　（　6．4）

Tota1　　　140　（1OO．O）　58　（100．O）　198　（100．O）

＊a：9ood

　b：nogood

　c：others

＊＊　I：fuu　t並ne　teache1＝in　the　unive正sity

I1：pa正t　time　teacheエfエom　anotheI　institution

④　大学設置基準の改正に対する意見

　昭和45年に大学設置基準が改正され，以前は，

保健体育科目は実技と理論の各2単位以上を開設

しなければならなかったものが，単に4単位以上

の開設を規定するのみとなった。ゆえに，4単位

の内容は各大学に任されることになった訳である

が，その改正に対して，表ユ6に示す様に，「良い

と考える」者が80．3％（163名）であり，r賛成

できない」との回答は10．8％（22名）だけであっ

た。

　また，これらの意見に関して，専任教員と非常

勤講師との間には，差異は見られなかった。

　ところで，この改正により，　「保健理論」とし

ての独立開設にとって好ましくない情勢に直面し

ているといえる。すなわち，社会一般の体力増強

論も加わって，体育実技の時間を増加させるべき

であるとの声が高まりつつあり，その実現は結果

的に「保健理論」の地位を脅かすものであるので，

見過ごしにはできないと考える。

　今後，この点についての担当者の意識が高まり，

制度上も，内容的にも「保健理論」が充実するこ

とが望まれる。

v・結　論

　全国の四年制大学における「保健理論」担当者

を対象に，講義の実態並びに現状に対する意見調

査を実施し，それらの結果から以下のことが明ら



かになった。

1．担当者の多く’は40～50歳であるが，私立大学

　の場合はやや高齢化の傾向がある。

2．非常勤講師の大部分は医学関係者であり，さ

　らに，その約半数は医務を本業としている。

3．非常勤講師の大部分は「保健理論」のみを担

　当しているが，専任教員の約40％は，保健体育

　科目全般にわたって担当している。

4．講義においては，　「健康学」を中心的に扱っ

　ている場合が最も多い。さらに，医学関係者は，

　医学，公衆衛生学を強調し，保健体育関係者は，

　運動生理学を強調する傾向がある。

5．講義の規模としては，ユ01～200名のクラス

　が最も多く，また，50名前後を望む担当者が多

　い。

6．授業は，テキストの使用や資料の配布を行い

　ながら，主として口述と板書による場合が多い。

7．専任教員の多くは学生の出欠席の管理を行っ

　ているが，非常勤講師の約1／3は全く出席をと

　っていない。

8．成績の評価は，試験によって行われる場合が

　圧倒的に多い。

9．現在の講義をr効果あり」とする者とr効果

　なし」とする者は半々であるが，その影響要因

　は明らかにならなかった。

ユ0．”望ましい担当者”として「健康（教育）学

　関係者」を考えている者が多いが，　r医師」を望

　む声も比較的多く見られた。
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11．全学生に対して「保健理論」を必修にすべき

　であると考える者は約70％であり，それ以外の

　意見が約30％あることは注目すべきと考える。

ユ2．大学設置基準の規定や先の改正については，

　現状肯定的意見が多く見られた。

　以上，今回の結果から，今後の大学保健教育の

充実のためには，法律等により，授業の位置付け

の向上をはかる必要があると考えられる。しかし

同時に，実際の授業担当者の姿勢，意欲等により

かなり改善が可能な面も存在すると思われる。

　ゆえに，これら両面から改善策を講ずることが

必要であると考えられる。

　最後に，今回の調査に御協カ下さった全国各大

学の保健理論担当者各位に，深甚の謝意を表する

次第である。
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